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８．まとめ 

（１）調査の主な結果 
本報告書に掲載した集計結果から主に明らかになったことをあらためて次のように整理した。 

 
①就職活動一般に関する意識、進路予定について 

＜進路についての考え＞ 

・進路希望については、民間企業への就職を考えている者の割合が高いが、このほか、公務員や教

職員への就職、あるいは進学等も含めて、検討・選択がなされていることがうかがえる（図表 2-1-

1、図表 2-1-3、図表 2-1-5、図表 2-1-7）。 
・大学 1 年生・大学 2 年生では、進路について「まだわからない」と回答している者が 1 割以上お

り、就職活動に関しても「行うかまだわからない」の割合が比較的高い（図表 2-1-1、図表 2-1-2）。 

＜業界についての考え＞ 

・就職先の業界や企業規模に関し、学年が高くなるにつれて「業界や規模について特にこだわりは

ない」の回答割合は減り、他方で「企業規模よりも、業界を優先する」が高くなる（図表 2-2-1）。な

お、「企業規模よりも、業界を優先する」の回答割合は、文系よりも理系の学生で若干高い（図表

2-2-3、図表 2-2-4）。 
・志望業界として、大学 4 年生の文系の学生では「金融業、保険業」、理系の学生では「製造業」や

「情報通信業」を志望する者の割合が比較的高い（図表 2-2-7）。大学院修士課程（博士前期課程）2
年生では、文系の学生は「公務」や「教育、学修支援業」、理系の学生では「製造業」が高い（図

表 2-2-8）。 

＜就職活動に関する不安＞ 

・就職活動に関する不安として、「自分にどのような職業が適しているのか」「どのような準備や対

策をすべきなのか」「うまく自己アピールできるのか」「最終的に就職できるのか」などの点につ

いて相対的に回答割合が高い（図表 2-3-1～図表 2-3-4）。なお、大学 1 年生や大学 2 年生では、「いつ

から準備や対策を始めるべきなのか」の割合が比較的高い。 
 

②「就職活動時期後ろ倒し」に関する学生の認識について 

＜「就職活動時期後ろ倒し」の認知度＞ 

・「就職活動時期後ろ倒し」について、大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生では

「よく知っていた」が半数以上であり、「ある程度知っていた」と合わせると 95%程度である（図

表 3-1-1）。大学 1 年生や 2 年生では「知らなかった」の回答割合が比較的高い。 

＜「就職活動時期後ろ倒し」によって生じた期間の活用＞ 

・「時期変更によって生じた期間」（大学 3 年生時又は大学院修士課程（博士前期課程）1 年生時の

12 月から 3 月まで）をどのように活用するかについて、大学 1 年生～3 年生では「授業」や「ゼ

ミ・研究活動」などの学修、「インターンシップ」や「業界研究などの就活準備」「資格取得」な

どの就職に向けた準備に関する回答割合が比較的高い（図表 3-2-1）。 
・大学 4 年生の実際の活用状況については、「授業」や「業界研究などの就活準備」のほか、「アル

バイト」についても比較的回答割合が高い（図表 3-2-2）。 
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・大学院修士課程（博士前期課程）1 年生に関しては、「ゼミ・研究活動」に活用するという回答が

8 割を超えており、実際に大学院修士課程（博士前期課程）2 年生の 7 割以上が「ゼミ・研究活

動」に活用したと回答している（図表 3-2-3、図表 3-2-4）。 

＜よい影響に関する認識＞ 

・「就職活動時期後ろ倒し」のよい影響に関する認識として、大学 1 年生～大学 3 年生では、「主に

大学 3 年生時（大学院修士課程（博士前期課程）1 年生時）の学修時間をより多く確保すること

ができる」「企業や仕事のことを調べる時間をより多く確保することができる」「自身の進路のこ

とをよりじっくりと考える時間を持つことができる」について回答割合が高い（図表 3-3-1）。また、

それぞれについて実際に大学 4 年生の 2 割程度がよい影響があったと回答している（図表 3-3-2）。 
・大学院生に関しては、よい影響がある（あった）点として、「大学／大学院での専門分野について

より多く学んだ上で就職活動を行える」の割合が比較的高くなっている（図表 3-3-3、図表 3-3-4）。 

＜不安や課題等についての認識＞ 

・「就職活動時期後ろ倒し」に関する不安として、大学 1 年生～大学 3 年生では「就職先決定まで

の期間が短くなり、就職先が決まらない可能性がある」の割合が高い（図表 3-4-1）。他方、大学 4 年

生が実際に課題になったと考える点としては、「就職活動の期間が実質的に長期化し、負担が大

きくなった」の割合が 57.0%で最も高い（図表 3-4-2）。 
・大学院生に関しては、「卒業論文（研究）・修士論文（研究）の時期と重なり、論文（研究）のた

めの時間が十分に確保できない」について不安であるとの割合が最も高く、実際に課題となった

こととしても、この点について回答割合が 7 割以上となっている（図表 3-4-3、図表 3-4-4）。 
・「就職活動の時期が実質的に長期化し、負担が大きくなった」との回答は、大学 4 年生では理系

よりも文系の学生で割合が高く、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生では文系よりも理系の

学生で割合が高い（図表 3-4-5、図表 3-4-6）。 
 

③就職活動時期について 

＜業界や企業に関する分析の開始時期＞ 

・大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生ともに、業界や企業に関する分析を開始し

た時期は「平成 27 年 3 月」である者の割合が高い（図表 4-1-1、図表 4-1-2）。また、平成 27 年 3 月よ

りも前から開始しているとの回答も多く、平成 27 年 2 月以前から開始したと回答している者が

半数以上となっている。 

＜企業説明会やセミナー等の参加状況＞ 

・企業説明会やセミナー等について「最初に参加した時期」は「平成 27 年 3 月」である割合が高

いが、3～4 割の者は平成 27 年 2 月以前に参加したと回答している（図表 4-2-1、図表 4-2-2）。 
・「参加のピーク」は「平成 27 年 3 月」「平成 27 年 4 月」の回答割合が高くなっている（図表 4-2-1、

図表 4-2-2）。 
・企業説明会やセミナー等に関して、「最初に参加した時期」や「参加のピーク」について、大学 4

年生の文系・理系別や、志望業界別の違いはそれほど大きくない（図表 4-2-3、図表 4-2-6）。 
・大学 4 年生について地域別には、「東京圏」「大阪圏」の学生のほうが「その他」の地域の学生と

比較して「最初に参加した時期」がより早い時期であった者の割合が高い（図表 4-2-7）。 
・企業説明会やセミナーに参加した回数（企業数）について、大学 4 年生では理系よりも文系の学

生で参加数が比較的多い傾向が見られる（図表 4-2-8）。なお、同様の傾向が、エントリーシートの

提出数や採用面接の企業数に関しても見られる（図表 4-3-8、図表 4-4-8）。  
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＜エントリーシートの提出状況＞ 

・エントリーシートを「最初に提出した時期」は「平成 27 年 3 月」の割合が高く、「平成 27 年 4
月」と合わせて全体の約 65%がこの時期であったと回答している（図表 4-3-1、図表 4-3-2）。 

・また、「提出のピーク」は「平成 27 年 5 月」の割合が高くなっており、「平成 27 年 4 月」「平成

27 年 6 月」と合わせて 7 割以上がこの時期であると回答している（図表 4-3-1、図表 4-3-2）。 
・「提出のピーク」は、文系よりも理系の学生のほうがより早い時期だった者の割合が高い（図表 4-3-

3、図表 4-3-4）。また、「提出のピーク」について、学生が志望する企業の業界や企業規模によって時

期が若干異なっている（図表 4-3-5、図表 4-3-6）。 
・大学 4 年生について地域別には、「最初に提出した時期」について、「東京圏」「大阪圏」の学生の

ほうが「その他」の地域の学生と比べてより早い時期であった者の割合が高い（図表 4-3-7）。 
 

＜採用面接の実施状況＞ 

・「最初に受けた採用面接の時期」は「平成 27 年 4 月」の割合が最も高く、また、半数以上が平成

27 年 4 月以前に最初の採用面接を受けている（図表 4-4-1、図表 4-4-2）。 
・「採用面接のピーク」は、大学 4 年生では「平成 27 年 8 月」の割合が最も高いが、6 割以上は平

成 27 年 7 月以前と回答している（図表 4-4-1）。 
・「採用面接のピーク」について大学院修士課程（博士前期課程）2 年生では「平成 27 年 6 月」と

「平成 27 年 8 月」が同程度の割合となっており、7 割以上が平成 27 年 7 月以前であったと回答

している（図表 4-4-2）。 
・「最後に受けた採用面接の時期」は、大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生ともに

「平成 27 年 8 月」の割合が 4 割以上と最も高い（図表 4-4-1、図表 4-4-2）。 
・「採用面接のピーク」や「最後に受けた採用面接の時期」については、文系よりも理系の学生のほ

うがより早い時期だった者の割合が高い（図表 4-4-3、図表 4-4-4）。また、学生の志望する企業の業界

や企業規模によっても時期について違いが見られる（図表 4-3-5、図表 4-3-6）。 

＜第 1志望の企業の採用面接＞ 

・第 1 志望の企業の採用面接時期は、「平成 27 年 8 月」の回答割合が最も高く、4 割以上となって

いる（図表 4-5-1、図表 4-5-2）。 
・第 1 志望の企業の採用面接時期は学生の志望する企業の業界や企業規模によって時期が若干異

なっており、例えば、「中堅・中小企業であることを優先する」と回答した者については、「平成

27 年 4 月」の割合が比較的高い（図表 4-5-5）。 

＜採用面接の実施期間＞ 

・「最初に受けた採用面接の時期」から「最後に受けた採用面接の時期」の間の期間は、「3 ヶ月程

度」や「4 ヶ月程度」である者の割合が高い（図表 4-6-1、図 4-6-2）。 
・大学 4 年生では、採用面接の期間は理系よりも文系の学生のほうがより期間が長い者の割合が高

い（図表 4-6-3）。また、地域別には、「東京圏」「大阪圏」の学生のほうが、「その他」の地域の学生

と比較して期間が長い者の割合が高い（図表 4-6-7）。 
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④内々定に関する状況について 

＜平成 27 年 10 月 1 日時点での内々定の状況＞ 

・大学 4 年生では約 5 割、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生の 4 割近くが「複数社から内々

定を受けた」と回答しており、回答者のうち 9 割近くの者が平成 27 年 10 月 1 日時点で 1 社以

上から内々定を受けたと回答している（図表 5-1-1、図表 5-1-2）。 

＜内々定を受けた時期＞ 

・1 社から内々定を受けた者が内々定を受けた時期は「平成 27 年 8 月」の割合が最も高いが、4 割

以上の者が平成 27 年 7 月以前に内々定を受けている（図表 5-2-1、図表 5-2-2）。 
・複数社から内々定を受けた者が「最初に内々定を受けた時期」は「平成 27 年 6 月」の割合が最

も高く、次いで「平成 27 年 5 月」が高い（図表 5-2-3、図表 5-2-4）。他方で、「就職予定の企業の内々

定を受けた時期」は、「平成 27 年 8 月」の割合が高い。 
・複数社から内々定を受けた者では、約 8 割の者は最初の内々定を平成 27 年 7 月以前に受けてい

る一方で、就職予定の企業の内々定は約 7 割の者が平成 27 年 8 月以降に受けたという状況にあ

る。 

＜内々定先の企業の業種・規模等＞ 

・複数社から内々定を受けた者の場合、企業の規模（従業員数）について、最初に内々定を受けた

企業よりも最終的に就職予定の企業のほうが相対的に大きい傾向にある（図表 5-3-1、図表 5-3-2）。 
・1 社から内々定を受けた者に関して、内々定先の企業の企業規模（従業員数）が 10,000 人以上の

場合、内々定の時期が平成 27 年 8 月以降であった割合が比較的高い（図表 5-3-3）。 
・内々定の時期に関しては、業界別の違いも見られ、例えば「金融業、保険業」の場合には内々定

の時期が平成 27 年 8 月以降であった割合が高く、他方で「情報通信業」ではその割合は低い（図

表 5-3-5）。 

＜複数社から内々定を受けた場合の状況＞ 

・複数社から内々定を受けた者で、「最初に内々定を受けた時期」から「就職予定の企業 1 社を残

して他の企業からの内々定を断った時期」の間の期間は、「1 ヶ月間程度」の割合が最も高い（図

表 5-4-3、図表 5-4-4）。なお、大学 4 年生では、次いで「2 ヶ月間程度」の割合が高く、大学院修士課

程（博士前期課程）2 年生の場合には「同月内」の割合が高い。 

＜就職活動全体の期間の長さ＞ 

・「就職活動が始まったと考える時期」は、「平成 27 年 3 月」の割合が 4 割以上で最も高いが、一

方で、約 4 割の者は平成 27 年 2 月以前と回答している（図表 5-5-1、図表 5-5-2）。 
・「就職活動が終わったと考える時期」は、「平成 27 年 8 月」であるとの割合が 4～5 割で最も高い

が、2～3 割の者は平成 27 年 7 月以前と回答している（図表 5-5-3、図表 5-5-4）。 
・「就職活動が始まったと考える時期」から「就職活動が終わったと考える時期」の間の期間として

は、「5 ヶ月間程度」の割合が 3 割程度と最も高く、次いで「6 ヶ月間程度」が高い（図表 5-5-5、図

表 5-5-6）。 
・大学 4 年生に関しては、理系に比べて文系の学生のほうが、期間がより長かった者の割合が高い

（図表 5-5-7）。また、地域別には、「東京圏」の学生のほうが、「大阪圏」や「その他」の地域の学生

と比較して期間が長い者の割合が高い（図表 5-5-9）。 
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⑤「就職活動時期後ろ倒し」と学修の状況等との関連性について 

＜学修時間の確保の状況＞ 

・就職活動と学修時間の確保の状況との関係について、「平成 26 年 9 月～11 月の時期」では「就

職活動の影響をほとんど受けることなく十分学修時間を確保できた」が約 7 割となっており、ま

た、「平成 26 年 12 月～平成 27 年 2 月の時期」についても、「十分学修時間を確保できた」「必要

な学修時間は確保できた」「一定の学修時間は確保できた」との回答が合計で約 8 割となってい

る。（図表 6-1-1、図表 6-1-2）。 
・他方で、平成 27 年 3 月から平成 27 年 7 月までの状況としては、就職活動の影響により「ほとん

ど学修時間の確保ができなかった」の回答割合が最も高く、「あまり学修時間が確保できなかっ

た」と合わせて約 6 割が学業に大きな支障があった旨の回答をしている。 

＜海外留学に対する影響＞ 

・大学 3 年生時から海外留学をし、その後就職活動を行った大学 4 年生の約 3 割が、「『就職活動時

期後ろ倒し』により、就職活動が遅れることを気にすることなく留学することができた」と回答

している（図表 6-2-3）。 
 

 ⑥「就職活動時期後ろ倒し」に関連する諸課題について 

＜クールビズでの就職活動＞ 

・夏期の就職活動に関して、大学 4 年生の 3 割以上、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生の 2
割以上が「クールビズで行ったものはなかった」と回答している（図表 7-1-1、図表 7-1-2）。なお、大

学 4 年生に関しては、男性よりも女性のほうがその割合は高い。 

＜説明会やセミナーの参加の可否＞ 

・説明会の参加の際などにおいて、希望しているにもかかわらず参加できなかったなど大学・学部

等によって参加の可否の状況等に違いがあると感じたかについて、大学 4 年生・大学院修士課程

（博士前期課程）2 年生ともに、3 割以上が「ある」と回答している（図表 7-2-1、図表 7-2-2）。 

＜学業重視の選考＞ 

・採用面接において、研究・ゼミや専門分野などの学業の取組や成績等の質問を受けたか、また、

その内容が採用選考の評価に関係していると感じたかについて、「評価に深く関係している感じ

た」との回答は、大学 4 年生で約 1 割、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生で約 3 割であっ

た（図表 7-3-1、図表 7-3-2）。「評価にある程度関係していると感じた」の回答と合わせると、大学 4 年

生では約 5 割、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生では 7 割弱が「関係していると感じた」

と回答している。 

＜ハラスメント的な行為＞ 

・他の企業等への就職活動の終了を強制するようなハラスメント的な行為を受けた経験について、

大学 4 年生の約 2 割、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生の 1 割強が「ある」と回答してい

る（図表 7-4-1、図表 7-4-2）。 
・内容としては、「内々定を出す代わりに他社への就職活動をやめるように強要された」の回答が 8
割以上であり（図表 7-4-3、図表 7-4-4）、また、ハラスメント的な行為を受けた時期としては「平成 27
年 8 月前半」である割合が最も高い（図表 7-4-5）。なお、ハラスメント的な行為を受けた際の対応

として、5 割以上の者が特段相談等していない状況にある（図表 7-4-6、図表 7-4-7）。 
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＜学事日程に関する調整・配慮＞ 

・「就職活動時期後ろ倒し」に対応して、大学の授業や試験などの学事日程が配慮されていたかにつ

いて、大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生ともに「あまり配慮されていなかっ

た」の割合が最も高く、「まったく配慮されていなかった」と合わせると 6 割以上であった（図表

7-5-1、図表 7-5-2）。 
・「就職活動後ろ倒し」について大学・大学院に充実してほしかったこととしては、「試験など学事

日程の調整」「ゼミ・研究等の日程の調整」の回答割合が比較的高い（図表 7-5-3、図表 7-5-4）。 

＜インターンシップの参加経験＞ 

・大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生について、インターンシップ参加経験があ

る者は回答者全体のうち 4 割以上であった（図表 7-6-1）。 
・大学 4 年生について属性別には、男性よりも女性のほうが、理系よりも文系の学生のほうが、地

域別には東京圏の学生のほうが、参加経験のある者の割合が高い（図表 7-6-2）。 
・大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生のインターンシップ参加時期は、前年の「7
～9 月」の時期の参加割合が最も高いが、「1～3 月」に参加した者の割合も比較的高い（図表 7-6-6、

図表 7-6-7）。 
・大学 4 年生ではその他の学年の学生と比較して、インターンシップ参加日数が「1 日」の割合が

比較的高い（図表 7-6-8）。なお、大学院生は相対的に長い期間のインターンシップを経験している

者の割合が比較的高い。 
・参加したことがないと回答した者も含めた集計で、大学 4 年生のうち 5 日以上のインターンシッ

プに参加したことがあるのは約 25%である（図表 7-6-9）。 

・大学 4 年生について地域別には、「その他」の地域の学生の場合には、「東京圏」や「大阪圏」の

学生と比較して、大学 3 年生の「10 月～12 月」の時期の参加割合が低く、参加日数についても

「1 日」の者の割合が若干高い（図表 7-6-10、図表 7-6-11）。 

＜インターンシップ参加経験と就職活動＞ 

・インターンシップの参加経験がある者、特に複数回参加した経験がある者では、「就職活動が始

まったと考える時期」がより早い時期であったと回答している割合が高い（図表 7-7-1、図表 7-7-2）。 
・インターンシップに複数回参加した経験がある者などでは、就職活動中に課題になったこととし

て、「就職活動の期間が実質的に長期化し、負担が大きくなった」や「企業に関する情報収集の期

間が長くなり、もどかしかった」について、回答割合が比較的高い（図表 7-7-3、図表 7-7-4、図表 7-7-5、

図表 7-7-6）。 
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（２）まとめ 
上記の調査結果をふまえ、就職・採用活動の後ろ倒しに関する課題等について、次のように整理し

た。 
 
①就職・採用活動の「長期化」を防ぐ 

本調査では、「就職活動時期後ろ倒し」について就職活動中に課題になったこととして、大学 4 年

生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生の半数以上が、「就職活動の期間が実質的に長期化し、負

担が大きくなった」と回答していた。「長期化」「負担が大きくなった」との回答に関して、ほとんど

の学生が就職活動の経験が本年のみであり、厳密には過年度との比較に基づいたものではないことに

は留意が必要であるが、学生の実感としてこの点について課題であると認識した者が多かったという

ことは、本調査から把握された特徴的な結果のひとつである。 
「長期化」という点に関して、前年度の就職活動で広報活動が卒業・修了年度の前年度の 12 月 1

日から、採用選考活動が卒業・修了年度の 4 月 1 日から開始されていたことと単純に比較すれば、1 ヶ

月程度長くなっただけということになる。ただ、本調査結果においては、「最初の採用面接」を受けた

時期について半数以上が平成 27 年 4 月以前、9 割以上が 7 月以前と回答しており、さらに、「面接の

ピーク」も約 7 割が 7 月以前であったと回答されていた。多くの企業において、採用面接開始時期が

遵守されていなかったことにより、最初の面接から最後の面接までの期間は「3 ヶ月間程度」「4 ヶ月

間程度」にわたっていた者も多くなっており、このことが「長期化し、負担が大きくなった」との回

答が多かった要因の一つであると推察される。 
他方、複数社から内々定を受けた者の状況について、「最初に内々定を受けた時期」は平成 27 年 6

月が多く、また、約 8 割の者が平成 27 年 7 月以前に最初の内々定を受けたと回答している一方で、

「就職予定の企業の内々定の時期」は平成 27 年 8 月であったとの回答割合が最も高くなっている。

なお、企業の規模（従業員数）については、最初に内々定を受けた企業よりも最終的な就職予定の企

業のほうが相対的に大きい傾向にあることも把握された。内々定の辞退が多くあったことがうかがわ

れる結果であり、企業においても、採用の負担が増加したことが推察される。 
これらから、今後の就職・採用活動実施にあたっては、「長期化」を防止するという視点が必要であ

ると考える。より具体的には、今年度、広報活動開始を 3 月 1 日から、採用選考活動を 8 月 1 日から

としているが、両者の間の期間を、一定期間短くするということが考えられる。また、定めた期間に

ついて、それに沿った採用活動を行う企業を増やしていくということも重要であり、企業側への周知・

協力要請等を引き続き行っていくことが求められる。 
 
②学修時間を確保する 

本調査の結果から、平成 26 年 9 月～平成 26 年 11 月の時期について「就職活動の影響をほとんど

受けることなく十分学修時間を確保できた」が 7 割以上となるなど、「就職活動時期後ろ倒し」によっ

て、平成 26 年 9 月～平成 27 年 2 月の時期に関しては、概ね学修時間の確保をすることができたので

はないかと考えられる。 
他方で、平成 27 年 3 月～平成 27 年 7 月の時期に関しては、「就職活動によりほとんど学修時間の

確保ができなかった」の回答割合が高いなど、大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生

の夏学期における学修に対して影響が大きかったことがうかがえる。また、課題になったこととして、

「卒業論文（研究）・修士論文（研究）の時期と重なり、論文（研究）のための時間が十分に確保でき
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なかった」との回答が、大学 4 年生で 4 割以上、大学院修士課程（博士前期課程）2 年生では 7 割以

上となっていた。このほか、大学の授業や試験などの学事日程が配慮されたものとなっていたかにつ

いては、大学 4 年生・大学院修士課程（博士前期課程）2 年生ともに 6 割以上が「あまり配慮されて

いなかった」「まったく配慮されていなかった」と回答しており、大学における学事日程と就職活動と

の日程等の調整が課題となっていたことがうかがえる。 
時期をどのように設定するにしても、学修の状況に対して一定の支障が生じてしまう可能性はある

が、今後についても引き続き、学修時間を確保するという視点が必要である。本調査結果から、「採用

面接の時期のピーク」は平成 27 年 6 月～8 月であった割合が高くなっていたが、学生の学修時間の

確保のための具体的な方策として、例えば、採用面接を行う時間を一定の時間帯に定めたり、また、

少なくとも試験日程の期間の 1～2 週間は採用活動を行わないようにしたりするなどの配慮を企業側

に求めていくことが考えられる。 
 
③学生への情報提供の仕方等を工夫・改善する 

本調査の結果から、大学 1 年生・大学 2 年生では「就職活動時期後ろ倒し」について「知らなかっ

た」と回答した者が比較的多くなっていた。また、「就職活動時期後ろ倒し」に関してよい影響がある

と思うことや不安・課題に思うこと等について、就職活動を行う前の大学 1～3 年生の認識と、実際

に就職活動を行った大学 4 年生の実感とでは回答傾向が異なる点があることも把握された。「時期変

更によって生じた期間」を学業等に有効に活用してもらうためにも、そもそもなぜ就職活動時期が変

更になっているのか等について、学生側に説明・周知を行っていくことも、今後一層重要であると考

えられる。 
また、本調査では「業界や企業に関する分析を開始した時期」について、多くの学生が「平成 27 年

3 月」と回答していた。これは、企業からの広報活動が開始され、また、就職活動に関する情報サイ

トが公開されたことに合わせて情報収集を開始した学生が多いということを示しているのではない

かと推察される。ただ、一斉に情報公開される時期を待たずとも業界や企業に関する分析を進めてい

くことは可能であることから、自身の進路・キャリア展望等について検討を進める中で、就職活動に

関する情報を自ら収集する姿勢を身に付けさせることも重要になるものと考えられる。 
このほか、他の企業等への就職活動の終了を強要するようなハラスメント的な行為等、今年度特に

顕在化した課題もある。就職活動実施にあたりこうした問題・課題が生じうることや適切な対応につ

いて、あらかじめ学生側に伝達するというようなことも重要なことと考えられる。 
 
④継続的に検証等を行う 

就職・採用活動に関し、どの時期にどの程度の期間で行うのが最もよいのかについて、明確な解が

あるわけではないと考えられる。ただ、そのような中でも、適切な議論を行っていくためには、「就職

活動時期後ろ倒し」によって学生の意識や行動がどのように変化したのか、また、どのような点が課

題になったのか等について、まずは客観的なデータにより状況の把握を行うことが重要である。 
本調査により、就職・採用活動時期後ろ倒し初年度である平成 27 年度卒業・修了予定者の就職・

採用選考活動における意識・行動等の実態について、その一端を明らかにすることができたと考える

が、課題として、例えば、「就職活動時期後ろ倒し」と海外留学との関係性、あるいは、地域性による

違い等については、一部集計を試みてはいるものの、十分に検証等ができなかった。また、就職活動

を行った者について、入職経路の違い等について考慮した集計を行っていくことが望ましいと考えら
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れる。 
就職・採用活動については、次年度以降も、上述の「長期化」への対応や「学修時間の確保」など

を含めて、様々なことが課題になるのではないかと想定されるが、それら課題等を明確にし、対応策

等を検討するために、継続的に調査・検証等を行うことが必要である。 
  




